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７月10日に相模湾でM3.9の地震（最大震
度４）が発生した。
７月20日に茨城県沖でM5.4の地震（最大
震度３）が発生した。
７月21日に千葉県北東部でM4.5の地震（最
大震度３）が発生した。

８月３日に遠州灘でM4.9の地震（最大震度
４）が発生した。
※点線は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震域を表す

①

②

③

（上記期間外）

関東・中部地方 九州地方

近畿・中国・四国地方

特に目立った地震活動はなかった。

N=3571

N=6080

沖縄地方

特に目立った地震活動はなかった。
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地震調査 詳しくは、ホームページ　[htp://www.jishin.go.jp/]　をご覧ください。

注： 地形データは日本海洋データセンターの
　　J - EGG500、米 国 地 質 調 査 所 の
　　TOPO30、及び米国国立地球物理データ            
　　センターのETOPO2v2を使用

注： 〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央
　　地域名である。
　　ＧＮＳＳとは、ＧＰＳをはじめとする
　　衛星測位システム全般をしめす呼称である。

８月３日に遠州灘の深さ約35kmでM4.9の地
震が発生した。この地震の発震機構は西北西－
東南東方向に張力軸を持つ正断層型で、フィリ
ピン海プレート内部で発生した地震である。
８月４日に宮城県沖の深さ約60kmでM6.0の
地震が発生した。この地震の発震機構は東西方
向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレート
内部で発生した地震である。この地震の震央付
近では、2011年４月７日にM7.2の地震（最
大震度６強）が発生している。

補足
●

N=3251

   

N=1605

特に目立った地震活動はなかった。

［文中の地震はM6.0以上または最大震度４以上、陸域でM4.5以上
かつ最大震度３以上、海域でM5.0以上かつ最大震度３以上、その他、
注目すべき活動のいずれかに該当する地震。］ 気象庁・文部科学省
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平成26年度 地震調査研究関係
　　　　　　政府予算概算要求

　地震調査研究推進本部は、地震防災対策特別措置法に基づき、関係行政機関の地震調査研究予算等の事務の調

整を行っています。このたび、平成26年度地震調査研究関係政府予算概算要求等について取りまとめましたので、

その概要を紹介します。（平成25年8月28日 地震調査研究推進本部調べ）

平成26年度概算要求額 政府全体 180億円（125億円） 対前年度 144％
※一部の独立行政法人等への運営費交付金は含まない。
※（　 ）は平成25 年度予算額。

(単位：百万円 )
要旨右の（）は平成25年度予算額平成26年度地震調査研究関係政府予算概算要求(関係機関別)

担当機関 要　　旨平成25年度
予　算　額

平成26年度
概算要求額

情報通信研究機構
消防庁消防大学校
消防研究センター

計

研 究 開 発 局

国 立 大 学 法 人

独 立 行 政 法 人
防 災 科 学 技 術
研 究 所

独 立 行 政 法 人
海洋研究開発機構

計

独 立 行 政 法 人
産 業 技 術 総 合
研 究 所

計

運営交付金の内数
23

23

4,467

運営交付金の内数

4,858

運営交付金の内数

9,325

運営交付金の内数

－

運営交付金の内数
20

20

6,217

運営交付金の内数

6,398

運営交付金の内数

12,614

運営交付金の内数

－

20

968
1,910

661
522
41
479

505
475
605
50

816
2,759
2,062
100
661

(23)

(818)
(300)

(441)
(522)
(41)
(479)
(50)

(505)
(475)
(586)
(50)
(200)

(65)
(2,300)
(1,677)
(156)
(660)

○高分解能航空機SARを用いた災害の把握技術の研究
○石油タンク等危険物施設の耐震安全性等に関する
　研究開発

対前年比 88％

○地震・津波観測監視システム
○日本海溝海底地震津波観測網の整備
○地震調査研究推進本部
　（地震本部の円滑な運営）
　（活断層調査）
　（長周期地震動ハザードマップ）
　（海域における断層情報総合評価プロジェクト）
　（東北地方太平洋沖で発生する地震・津波の調査観測）

○地震防災研究戦略プロジェクト
　（都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト）
　（南海トラフ広域地震研究プロジェクト）
　（日本海地震・津波調査プロジェクト）
　（地域防災対策支援研究プロジェクト）
　（海底GPS 技術開発）

○災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究（仮称）

○地震・火山観測施設整備
○地震・火山活動の高精度観測研究と予測技術開発
○実大三次元震動破壊実験施設を活用した社会基盤研究
○実大三次元震動破壊実験施設整備
○災害リスク情報に基づく社会防災システム研究
　（地震ハザード・リスク評価システムの研究開発）

○海洋に関する基盤技術開発
　（地震津波･防災に資する技術開発）
○地球内部ダイナミクス研究
○深海地球ドリリング計画推進

対前年比 135%

○活断層評価の研究
○海溝型地震評価の研究
○地震災害予測の研究

対前年度比 － %

総

務

省

文

部

科

学

省

経
済
産
業
省

注１）四捨五入のため、各内数の合計は必ずしも一致しない。
注２）一部の独立行政法人等の運営費交付金に係る事項については、合計には加えていない。
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平成26年度 地震調査研究関係政府予算概算要求

( 単位：百万円 )
要旨右の（）は平成25年度予算額

(単位：百万円 )

平成26年度地震調査研究関係政府予算概算要求(関係機関別)

※日本海溝海底地震津波観測網の整備に係る予算は、復興特別会計において、別途1,456（百万円）計上している。

注１）四捨五入のため、各内数の合計は必ずしも一致しない。
注２）一部の独立行政法人等の運営費交付金に係る事項については、合計には加えていない。

また、上記の他、研究の成果が地震調査研究の推進に関連する施策として以下のものがある。

担当機関 要　　旨平成25年度
予　算　額

平成26年度
概算要求額

国 土 地 理 院

気 象 庁

海 上 保 安 庁

計 

　合 　　　計 

1,393

1,673

97

3,164

12,512

1,397

3,897

94

5,388

18,022

1,028
315

17
37

2,296
1,268
304
14

14

1
72

21

(1,021)
(322)

(17)
(33)

(1,220)
(186)
(245)
(17)

(6)

(1)
(75)

(21)

○基本測地基準点測量経費
○地殻変動等調査経費
○防災地理調査経費
　（全国活断層帯情報整備）
○地理地殻活動の研究に必要な経費
○地震観測網、地震津波監視システム等
○東海地域等の常時監視
○関係機関データの収集（一元化）
○海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握に関する
　研究（気象研究所）
○沖合・沿岸津波観測等による津波の高精度予測に
　関する研究（気象研究所）
○地震発生に至る地殻活動解明のための観測等
○地殻活動の予測シミュレーションとモニタリングの
　ための観測等
○海洋測地の推進

対前年度比 170%

対前年度比 144%

担当機関 要　　旨平成25年度
予　算　額

平成26年度
概算要求額

消防庁消防大学校
消防研究センター

独 立 行 政 法 人
産 業 技 術 総 合
研 究 所

国 土 地 理 院

63

運営交付金の内数

59

268

運営交付金の内数

61

200

32

36

61

(‒)

(25)

(38)

(59)

○エネルギー・産業基盤災害即応部隊のための車両・
　資機材等の研究開発（災害対応のための消防ロボッ
　トの研究開発）
○大規模災害時の消防力強化のための情報技術の研究
　開発（Ｇ空間次世代災害シミュレーションの研究開発）
○消防活動の安全確保のための研究開発（災害現場か
　らの迅速で確実な人命救助技術の実用化）

○地質情報の整備

○地理地殻活動の研究に必要な経費
　（うち地震調査研究の推進に関連するもの）

国

土

交

通

省

総

務

省

経
済
産
業
省

国
土
交
通
省



1. はじめに
　近い将来に発生が危惧される南海トラフ巨大地震への備
えとして、東海、東南海ならびに南海地震の連動性評価が
重要です。本研究プロジェクトは平成２０年～２４年度に
文部科学省の委託研究で実施されたものです。内容は南海
トラフ巨大地震の連動性評価のため、サブテーマ１の調査
観測分野とシミュレーション分野、サブテーマ２の防災分
野で構成されています。サブテーマ１と２を統合したプロ
ジェクトの全体概要を図１に示します。これらの各分野で
の成果を以下に述べます。

図1：東海・東南海・南海地震の連動性評価研究プロジェクトの全体
　　　構成

図２：日向灘沖の地下構造（提供：小平秀一／海洋研究開発機構）
　　　日向灘 －九州パラオ海嶺‒ ～四国沖のフィリピン海プレートの構造変化

図３：巨大地震震源域の低周波地震シミュレーション
(提供：有吉慶介/海洋研究開発機構）
(左図) 固着期間…海溝型巨大地震震源域傍で浅部の低周波イベントが
　　　　　　　　 不活発
(右図) 地震発生直前…浅部でも活発化 → 深部との類似性が高まる

6　地震本部ニュース　2013.8

地震調査研究プロジェクト

東海・東南海・南海地震の
連動性評価研究プロジェクト

2.調査観測分野
　南海トラフ巨大地震の連動性評価研究を推進するにあた
り、震源域の地下構造や地震活動の把握は不可欠です。地
下構造調査研究の成果として、図２に日向灘沖の地殻構造
調査結果を示します。図２では、日向灘沖に存在する九州
―パラオ海嶺の構造のイメージングが明瞭に示されていま
す。また、海底地震観測により、日向灘沖の低周波地震の
地震活動が明らかになりました。これら低周波地震活動と
巨大地震発生との関係については、図３のシミュレーショ
ンで示唆されるように、巨大地震発生の切迫度が低い段階
では浅部の低周波地震活動は低く、切迫度が高まった段階
では浅部地震活動が活発になっています。この結果は今後
の巨大地震の切迫度評価において重要なものと考えます。
図４に南海トラフ震源域の既存の地下構造研究成果と併せ
たフィリピン海プレート上面の形状を示します。これらの
調査観測研究成果をシミュレーション研究に活用します。

図４：南海トラフ域のフィリピン海プレート上面の3次元表示
朝鮮半島付近から南東方向を望む鳥瞰図
（提供：仲西理子／海洋研究開発機構）
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3. シミュレーション研究
　本シミュレーション研究では地下構造調査研究と連
携して、地殻活動評価、シミュレーション手法の開発
や地震発生予測精度の向上を目指すものです。
　地殻活動評価では、過去の地殻活動を評価するため、
津波堆積物調査を実施し、南海トラフ巨大地震の大津
波履歴の評価を行いました。図５に陸域の湖沼で得ら
れた津波履歴の成果を示します。この結果、1707 年
宝永地震、684 年天武の地震さらには約 2000 年前
に相当する時代での顕著な津波堆積物が発見されまし
た。また、大分県佐伯市の龍神池で津波堆積物が確認
されたことは、南海トラフ巨大地震震源域が西方の日
向灘域に拡大する可能性を示唆する大きな成果となり
ました。
　巨大地震発生シナリオ研究ならびに予測精度向上研
究については、地殻活動評価の結果や調査観測研究の
成果、特に最新の地下構造モデルに基づいた巨大地震
の再来シミュレーション ( 図６) や予測精度向上のため
のデータ同化手法の開発を行いました。

５. 今後の課題
　本研究プロジェクト期間中に東日本大震災が発生し、
津波履歴の再評価、大連動や大津波の発生システムの
可能性評価の重要性が再認識されました。本研究プロ
ジェクトにおいても事前研究として宮城県沖地震震源
域において海底地震計、水圧計を展開し東北地方太平
洋域地震前後の地殻変動を捉えていました。本研究プ
ロジェクトでさまざまな成果が得られましたが、今後
の南海トラフ巨大地震研究においても、海陸での津波
履歴、大津波発生システムや南西諸島地震発生帯との
関連研究ならびに研究成果の防災減災への貢献を視野
に入れた研究課題が重要です。

図５：陸域における津波堆積物調査結果（提供：岡村眞／高知大学）

図６：巨大地震再来シミュレーション
（提供：堀高峰・兵藤守/海洋研究開発機構）
このプレート形状ならびに沈み込み速度が南海トラフ巨大地震の基本
的な再来過程を規定していると考えられている

①前回の巨大地震直後、②東南海地震の発生、③一日後の南海地震発生、
④巨大地震(M>8)間に発生する日向灘でのM7地震、
⑤連動型超巨大地震の発生、⑥四国西端からの巨大地震発生

金田　義行（かねだ・よしゆき）
（独）海洋研究開発機構　地震津波・防災研究プロ
ジェクト　プロジェクトリーダー。理学博士。
昭和54年東京大学理学系大学院地球物理専攻
修士課程修了。現在の専門分野は構造地震学。
旧石油公団等を経て平成9年より現海洋研究開
発機構でプレート挙動解析研究に従事、平成
21年より現職。

図７：地震波伝播シミュレーション
（提供：古村孝志・等々力賢/東大情報学環総合防災情報研究センター・
前田拓人/東大地震研究所）

図８：高知市津波予測シミュレーション（提供：今村文彦／東北大学）

４. 防災課題
　防災課題については、地震被害想定のための表層地
盤モデルのデータベース化、地震や津波シミュレーショ
ン（図７、8）による被害想定の高度化や将来の暴露
人口を想定した復旧復興策の検討ならびに研究成果を
防災減災に活用するため、行政、ライフライン企業が
参加する地域研究会を実施し地域の防災・減災の課題
に関する議論を行いました。



8　地震本部ニュース　2013.8

会議
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編集・発行
地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
東京都千代田区霞が関3 -2-2　　TEL 03-5253-4111( 代表 )
＊本誌を無断で転載することを禁じます。
＊本誌で掲載した論文等で、意見にわたる部分は、筆者の個人的意見であることをお断りします。

地震調査研究推進本部が公表した資料の詳細は、地震本部のホームページ [http://www.jishin.go.jp/]で見ることができます。

ご意見・ご要望はこちら　　　　news@jishin.go.jo
＊本誌についてご意見、ご要望、ご質問などがありましたら、電子メールで　
　地震調査研究推進本部事務局までお寄せください。

地震調査

　このニュースの６～７ページに、東海・東南海・南海地震の連動性評

価研究プロジェクトの紹介があります。その中に、地殻構造調査結果の

一例として九州･パラオ海嶺の構造のイメージング図が載っています。

この調査観測で海嶺の東西で地殻構造が異なっていることがわかりま

した。では、「九州・パラオ海嶺」はなぜ東西で構造が異なっているので

しょうか、またどんな成因でいつ頃できたと考えられているのでしょ

うか？

　それを知るためには、九州・パラオ海嶺が載っているフィリピン海プ

レートの歴史を知る必要があります。図に海水を取り除いたフィリピン

海プレートの海底地形を示しています。また、白点線はフィリピン海プ

レートの境界を表しています。この中で九州・パラオ海嶺はほぼ南北に

延びる全長約3000 kmにもわたる長い海底の山脈（海嶺）であること

がわかります。日本最南端の島である沖ノ鳥島もこの海嶺の一部です。

　海底の岩石や地磁気異常などから、フィリピン海プレートの形成年

代が調べられています。それによると、約3000万年前には九州・パラ

オ海嶺と伊豆･小笠原･マリアナ島弧が一体であったことがわかってい

ます。伊豆･小笠原･マリアナ島弧は、日本列島と同様に東から太平洋プ

レートが下に沈み込むことにより形成された弧状列島（島弧）です。今

でも伊豆諸島を始め、地震や火山活動が活発な地域がたくさんありま

す。その後、伊豆･小笠原･マリアナ島弧内にプレートのわき出し口がで

き、島弧が東西に引き裂かれ、その間に海洋底が広がり四国海盆や南の

パレスベラ海盆が形成されました。約1500万年前に四国海盆の拡大

は止まり、西端部に九州・パラオ海嶺が地震や火山活動がほとんどない

古島弧として残りました。一方、九州・パラオ海嶺より西の、西フィ

リピン海盆はもっと古い岩石（3000～5000万年前）からできており、

　地震調査研究推進本部は（以下、「地震本

部」）、2013 年８月２８日に第３５回本部会

議（本部長：下村博文　文部科学大臣）を開

催しました。

　本部会議は、例年、年に一回又は二回程度開催されており、通常、

予算調整の報告書の取りまとめのため、概算要求直前の８月末に開

催されます。そのほか、地震本部として決定すべき事項がある場合

などにも適宜開催されています。本部会議のメンバーは、文部科学

大臣が本部長、本部員は関係機関の職員で構成されています。

　今回の会議は、議題（１）では、本蔵義守地震調査委員長（東京

工業大学名誉教授）から、ここ一年間の地震調査委員会の活動につ

いて説明があり、南海トラフの地震の長期評価の見直しや九州地域

の活断層の長期評価の公表等について報告がなされました。質疑で

は、今後の長期評価等の公表スケジュール等について質問があると

ともに、審議や公表等にあたっては関係機関で緊密な連携をとって

いくことが確認されました。

　議題（２）では、中島正愛政策委員長（京都大学防災研究所教授）

から、ここ一年間の政策委員会の活動について説明があり、調査

観測計画の見直しの議論を行っている等の報告がされました。

　議題（３）では、長谷川昭総合部会長（東北大学名誉教授）から、

関係行政機関等の地震調査研究関係予算概算要求について、予算事務

の調整を行った結果をとりまとめた「平成２６年度の地震調査研究関

係予算概算要求につ

いて」の報告がなさ

れ、これを地震本部

決定としました。

なお、今回報告した

会議の資料について

は、地震調査研究推

進ホームページの「会

議資料」を参照くだ

さい。

海嶺の両側で海底のできた年代が大きく違っています。このため、プ

レート内の構造も大きく異なっているのです。

　地震学の知見から、地震の破壊が始まる点や終わる点は構造境界に

あたることが多いことがわかっています。以上見てきたように九州・パ

ラオ海嶺を境界に構造が異なっていることなどより、「南海トラフの地

震活動の長期評価（第二版）」では、海嶺が南海トラフで起きる最大クラ

スの地震の西端になる可能性があると評価されました。

２０１３年８月２８日
第３５回本部会議

フィリピン海プレートの海底地形

用語解説　「九州・パラオ海嶺」
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